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2015 年 4 月 28 日に開催された欧州議会において、燃費報告制度に関する欧州規則 (以下、EU 
MRV 規則とする) が採択されました。これにより、船籍国に関わらず、EU 加盟国管轄内の港に寄港

する 5,000GT 以上の船舶に対して、燃料消費量を監視するための計画書の作成、及び年間ベース

での CO2 排出量を記録した排出報告書の提出が義務付けられることになりました。なお、報告を怠

った船舶に対しては、EU 域内への入港禁止等の罰則が定められています。 
 
EU MRV 規則に関する今後のスケジュール、及び同規則の概要等について、以下の通りお知らせ

致します。 
 
1. 今後のスケジュール 

今回、EU MRV 規則が採択されたことにより、以下のスケジュールが決定しました。 
 

2015 年 7 月 1 日 EU MRV 規則の発効 
～2016 年末 欧州委員会による技術的な細則の策定 
2017 年 8 月 31 日 燃料消費量を監視するための計画書を認証者に提出 
2018 年 1 月 1 日 
～12 月 31 日 燃料消費量の監視 

2019 年 4 月 30 日 2018 年中に使用した燃料消費量の報告書を認証者に提出 
2019 年 6 月 30 日 適合証書の船上への搭載期限 

*以後、同様の手順にて年間ベースでの排出報告書の提出を行う。 
 

燃料消費量の監視計画書及び排出報告書の内容、EU による認証者の承認手続き、及び認証

者による燃焼消費量の認証方法に関する技術的な細則は、2016 年末までに策定される予定で

す。 
 
2. EU MRV 規則の概要 

(1) 規則の名称 
Regulation (EU) 2015/757 of the European Parliament and of the Council on the monitoring, 
reporting and verification of carbon dioxide emissions from maritime transport, and 
amending Directive 2009/16/EC 
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(2) 適用（Article 2） 
船籍国に関わらず、EU 加盟国管轄権内の港へ入港する、及び EU 加盟国管轄権内の港

から出港する 5,000GT 以上の船舶に適用する。ただし、軍艦、漁船、公船、木造船などに

は適用しない。 
 

(3) 船舶の所有者、又は船舶管理者（以下、会社とする）の義務（Article 4, 6, 11, 18） 
(i) 2017 年 8 月 31 日までに、EU 加盟国が認める認証者に対し、自身が運航する

5,000GT 以上の各船舶について、CO2 排出量とその他関連情報を監視・報告するた

めの手順を示した監視計画書を提出すること。 
 
(ii) 2017 年 8 月 31 日以降に EU MRV 規則が初めて適用される船舶は、船舶が EU 加盟

国の管轄内の港へ最初に寄港してから 2 か月以内に監視計画書を認証者へ提出す

ること。 
 
(iii) 2019 年以降、毎年 4 月 30 日までに前年の報告期間内における燃料消費量を取り纏

めた排出報告書を船舶ごとに作成し、認証者の適合を受けた上で、欧州委員会と旗

国の主管庁に提出すること。なお、報告期間とは、CO2 排出が監視・報告されるべき

暦上の 1 年を指す。暦年をまたぐ航海の場合、監視・報告されるデータは、最初の暦

年に含まれなければならない。 
 
(iv) 報告期間の翌年 6 月 30 日までに認証者から有効な適合証書を入手し、船舶に搭載

すること。 
 

(4) 監視計画書（Article 6、7） 
監視計画書には以下の情報を含めなければならない。 
(i) 船と船種が特定できる情報（船名、IMO 番号、登録港等） 
(ii) 会社名、住所、担当者の電話番号と e-mail アドレス 
(iii) CO2 排出源となる機器（主機関、補機関、ガスタービン、ボイラー、内燃機関）と使用

燃料の詳細 
(iv) CO2 排出源となる機器リストの更新のための手順、及び責任者 
(v) 燃料消費量の監視手順詳細 
(vi) 各燃料のエミッションファクター 

 
(5) 監視すべき情報（Article 9、10） 

会社は年間ベースにて、船舶ごとに以下の主な情報を監視しなければならない。 
(i) 各燃料の総消費量及びエミッションファクター 
(ii) CO2 の総排出量 
(iii) 総航海距離 
(iv) 総海上滞在時間 
(v) 総トランスポートワーク(航海距離×貨物量) 
(vi) 平均エネルギー効率 
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また、航海ごとに以下の情報を監視しなければならない。 
(i) 入港地、出港地、発着日時 
(ii) 各燃料の消費量及びエミッションファクター 
(iii) CO2 排出量 
(iv) 航海距離 
(v) 海上滞在時間 
(vi) 貨物量 
(vii) トランスポートワーク(航海距離×貨物量) 

 
(6) 排出報告書 (Article 11) 

排出報告書には、以下の情報を含めなければならない。 
(i) 船及び会社を特定できる情報 
(ii) 排出報告書の認証者の情報 
(iii) パラグラフ(5)に記載の監視すべき情報 

 
(7) 認証者の義務（Article 13、15、17） 

(i) 会社から提出される監視計画書が本規制の要件に適合しているかどうか評価しなけ

ればならない。本要件を満足していない場合、報告期間開始前までに改訂版の提出

を要求しなければならない。 
(ii) 会社から提出される排出報告書が、本規制に規定される要件に適合し、監視計画書

に基づいたものとなっていることを確認する。また、報告された CO2 排出量と、船舶の

運航データや搭載エンジンの特性から推定できる CO2 排出量を比較し、大きな齟齬

がないかを確認する。 
(iii) 排出報告書が本規定の要件に適合している場合、認証者は当該船舶に対して認証

報告書及び適合証書を発行しなければならない。 
 

(8) 認証者の要件（Article 14、16） 
(i) 認証者は、当該船舶の船主または管理者から完全に独立していなければならず、独

立性や第三者性を損なう企業との繋がりがあってはならない。 
(ii) 認証者は欧州委員会から承認を受けること。 

 
(9) 罰則（Article 20） 

(i) 監視と報告に関する義務を怠った場合、EU 加盟国は罰則を与える仕組みを策定し、

その罰則が適用されるよう必要な手段を講じなければならない。また、2017 年 7 月 1
日までに欧州委員会に、その罰則を通知しなければならない。 

(ii) 監視と報告に関する義務を 2年連続して怠った場合、EU加盟国は当該船舶に対し追

放命令を発出するとともに、他の加盟国に通報し、EU 加盟国管轄内の港への入港を

拒否できる。 
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(10) 情報公開（Article 21） 
(i) 毎年 6月 30日までに、欧州委員会は会社から報告されたCO2排出量と、船舶が特定

できる情報、燃料消費量、航海時間、認証者の情報等を一般公開する。 
(ii) 但し、排出量以外の情報については、公開により著しく正当な商業利益が損なわれる

場合は、会社の要請に応じて情報公開に制限をつけることができる。 
(iii) 欧州委員会は、CO2 排出量に関する年次報告書を公開する。また、二年に一度、海

運セクターの地球環境に対する影響評価を実施する。 
 

(11) 国際協力（Article 22） 
IMO において燃費報告制度が策定された場合、欧州委員会は EU MRV 規則を見直し、

必要に応じて IMO における制度と一致させる改訂を行う。 
 

(12) 発効日（Article 26） 
本規制の発効日は 2015 年 7 月 1 日とする。 

 
3. その他 

(1) EU MRV 規則の Article 22 では、IMO において燃費報告制度が策定された場合、欧州委

員会は EU MRV 規則の見直しを行うことが規定されています。このため、IMO における燃

費報告制度の審議では、MEPC68（2015 年 5 月）において本年 9 月上旬に技術的な詳細

検討を進めるための中間会合開催を決定する等、EU MRV 規則が実効化する 2018 年 1
月を目途として議論をまとめるべく、検討作業が加速される見込みです。 

(2) EUによる認証者の承認手続きは 2017年前半に行われる見込みです。本会は欧州委員会

より認証者資格を取得すべく、活動して参ります。 
(3) 本会では、欧州委員会における技術的な細則制定の動きを注視していくと共に、本件に関

わる最新情報を提供して参ります。 
 
 
なお、本件に関してご不明な点は、以下の部署にお問い合わせください。 
 
一般財団法人 日本海事協会 （ClassNK） 
本部 管理センター別館 国際室 
住所: 東京都千代田区紀尾井町 3-3／4-7（郵便番号 102-0094） 
Tel.: 03-5226-2038 
Fax: 03-5226-2734 
E-mail: xad@classnk.or.jp 

添付： 

1. 燃費報告制度に関する欧州規則(Regulation (EU) 2015/757 of the European Parliament and of 
the Council on the monitoring, reporting and verification of carbon dioxide emissions from 
maritime transport, and amending Directive 2009/16/EC) 
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